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第1回鶴岡市文化会館管理運営実施計画アドバイザー会議 ■

公立ホールの変遷

© 空間創造研究所

集会・大会

演芸・芸能

器楽・声楽

音楽専用（生音の響き）

オペラ
バレエ
ミュージカル
ポピュラー･ロック
演劇
歌舞伎
能･狂言
日本舞踊

オーケストラ
室内楽
コーラス・声楽
邦楽

吹奏楽
コーラス・声楽

1945終戦
復興期 高度成長期 狂乱期 安定成長期 バブル期 長期低迷期



公立劇場・音楽堂の変遷

■ 公会堂から「多目的ホール」の時代
公会堂に演出機能が付加されることから始まり、演劇、伝統芸能、音楽、演劇、日本
舞踊、オペラ、ミュージカルなど様々な舞台芸術の上演機能が集約される

■ 多目的ホールから「専用ホール」への転換
より芸術文化に特化した施設整備が求められる。先ず“クラシック音楽”の整備が進
められる。次に演劇・ダンス、オペラ・バレエなどの専用ホールの整備が進められる

■ 公立ホールのルーツ「公会堂」の時代
戦前から戦後、集会や大会などを中心に“市民の情報交流の場”として各地に整備を
されてきた。この舞台を中心に演出機能（舞台照明、幕設備等）が付加される

■ 施設の量的充足から質的な充足へ「創造支援型ホール」の時代

施設の数、設備機能など量的な整備から、自ら文化芸術を創造する市民活動を支援す
るための施設整備が進められる。市民活動に見合ったホール規模、練習室などの充実
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公立劇場・音楽堂等の開館施設数の推移（H25年度全国公立文化施設名簿をもとに作成）
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公立劇場・音楽堂施設数の推移（平成１０～２５年）

年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 小計

地区
都道
府県

施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 施設数 最大差

全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数 全施設数

北海道地区小計 90 94 95 96 95 97 106 105 106 104 104 103 111 111 115 115 25

東北地区

青森 23 23 25 25 25 25 28 28 28 26 26 27 27 28 28 27 5

岩手 27 29 28 29 29 29 30 30 30 31 31 32 32 32 32 32 5

宮城 38 38 39 40 40 41 44 44 44 44 44 45 45 45 46 46 8

秋田 23 24 24 25 25 26 27 27 26 26 26 26 26 26 26 27 4

山形 24 25 25 25 26 27 28 28 29 30 30 30 29 29 29 29 6

福島 31 31 33 33 33 34 35 37 37 37 37 38 37 37 38 38 7

東北地区小計 166 170 174 177 178 182 192 194 194 194 194 198 196 197 199 199 33

関東甲信越静地区
小計

610 625 631 649 658 655 667 665 660 667 667 670 666 658 658 663 60

東海北陸地区小計 269 273 278 293 286 289 294 299 302 297 297 297 294 290 291 291 33

近畿地区小計 285 285 296 300 303 301 307 308 312 320 320 323 319 320 322 325 40

中四国地区小計 235 254 267 279 283 286 295 295 297 286 286 290 291 291 289 286 62

九州地区小計 282 289 292 298 310 311 320 321 320 323 323 321 315 312 314 313 41

全国合計 1,937 1,991 2,033 2,092 2,113 2,121 2,181 2,187 2,191 2,191 2,191 2,202 2,192 2,179 2,188 2,192 265

前年度増減数 54 42 59 21 8 60 6 4 0 0 11 -10 -13 9 4
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東北地区県別推移

県名 自治体数 人口(人） 面積（k㎡） 人口密度
宮城県 13市10郡21町1村 2,327,993 7,285.80 320

福島県 13市13郡31町15村 1,936,630 13,782.76 141

岩手県 14市10郡15町4村 1,284,384 15,278.89 84.1

山形県 13市8郡19町3村 1,130,659 9,323.46 121

青森県 10市8郡22町8村 1,321,895 9,644.74 137

秋田県 13市6郡9町3村 1,036,861 11,636.30 89.1
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公立劇場・音楽堂が担う役割

◎ ～30年前まで
優れた機能を備えた劇場・音楽堂施設を整備し、その施設を

地域の市民に利用できる機会を平等、均等に提供していく。

⇒利用したい（できる）市民と公演を行なう組織が利用

◎ ～10年前まで
優れた施設の利用を促進するとともに、優れた音楽芸術や舞

台芸術を公演することで鑑賞機会を提供する。

⇒芸術文化に触れる機会を増やすことでアプローチ

◎ 10年前から～
これまで音楽の魅力に触れたことのない市民や演劇の楽しさ

を知らない市民を振り向かせる活動、事業を実践する。

⇒未開拓の市民を耕す、芸術文化に振り向かせる © 空間創造研究所

これからの公立劇場・音楽堂が目指す４つの方向性

◎専門性を備えた創造・発信型施設
・自ら芸術文化作品の創造、公演、普及・育成などを実施、地

域からの発信を行なう。

◎専門性を備えた地域密着型施設
・市民による創造事業を支援、地域住民を核とする芸術文化活

動を促進させる。

◎多目的な機能を備えた文化芸術振興型施設
・地域の拠点施設、文化振興策として鑑賞、普及・育成など多

彩な事業を展開。

◎多目的な機能を備えた市民交流促進型施設
・施設が備える機能を提供することで、地域の賑わいづくりに

貢献していく。
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公立劇場・音楽堂の機能

ハードウェア（施設・設備） ソフトウェア（事業・活動）

ヒューマンウェア（組織・職能）

三位一体のバランス

芸術文化を継続的に
創造あるいは上演し
ていく意志を備えた機
関（institute)

器 創

人
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公立劇場・音楽堂が果たす波及効果イメージ

地域の出会い・交流の促進

地域の新たな共同体の形成

これからのまちづくり・地域社会の創造

時間経緯

面
的
拡
張
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地域の出会い・交流の促進

都市再生

ブランディング

シティセールス

定住人口増加
流入人口拡大

企業＆産業誘致

税収増加地域イメージ向上・改善



管理運営計画検討フロー

管理運営計画フロー（ソフト計画）

基本理念の検討・整理

●施設整備の目的

●使命の明確化

事業計画の検討・組立

●事業方針の検討

●具体的な事業内容の組立

運営計画の検討・組立

●運営組織及び運営システムの検討

●人材、職能、専門性の検討

管理運営に関わる必要経費の検討

●管理運営費、人件費、事業費の検討

●経費のバランス、縮減の検討

敷地及び建築計画上の与件の整理

●敷地による制約、与件の整理

●ビルディングタイプによる制約、与件の整理

施設整備計画フロー（ハード計画）

施設を構成する機能諸室の検討

●必要諸室及び機能の検討・整理

●共有エリアの検討・整理

諸機能面積及び配置の検討

●諸室の必要面積検討

●諸室の配置計画検討

整備スケジュール及び経費の検討

●施設整備スケジュールの検討

●イニシャルコストの検討・整理

ヒュマンウェア
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我が国の劇場、音楽堂等の現状

© 空間創造研究所



我が国の劇場、音楽堂等の課題
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法制化に至る劇場、音楽堂等の現状分析

《現状》
• 我が国における劇場、音楽堂等としての機能を有している施設の多く

は、文化会館や文化ホールといった文化施設であり、また多目的に利
用される場合が多い。

• これら文化施設における文化芸術活動は、多くの場合は、貸館公演が
中心となっている。

《課題》
• 文化施設の劇場、音楽堂等としての機能が十分に発揮されていない。

• 実演芸術団体の活動拠点が大都市圏に集中しており、相対的に地方
では多彩な実演芸術に触れる機会が少ない。

© 空間創造研究所



劇場、音楽堂等の活性化に関する法律［目的］［定義］

第１条：目的｜法設置の目的を明らかにする。

この法律は、文化芸術振興基本法（平成13年法律第148号）の基本理
念にのっとり、劇場、音楽堂等の活性化を図ることにより、我が国の実演芸
術の水準の向上等を通じて実演芸術の振興を図るため、劇場、音楽堂等
の事業、関係者並びに国及び地方公共団体の役割、基本的施策等を定
め、もって心豊かな国民生活及び活力ある地域社会の実現並びに国際
社会の調和ある発展に寄与することを目的とする。

第2条：定義｜法文に示す言葉の定義を示す。

この法律において「劇場、音楽堂等」とは、文化芸術に関する活動を行う
ための施設及びその施設の運営に係る人的体制により構成されるものの
うち、その有する創意と知見をもって実演芸術の公演を企画し、又は行う
こと等により、これを一般公衆に鑑賞させることを目的とするものをいう。
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劇場、音楽堂等の活性化に関する法律［事業］
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